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(57)【要約】
【課題】複数の半導体集積回路を接続する配線の位置を
容易に決定することを課題にする。
【解決手段】第１の基板上に第１の分離層と第１の半導
体素子層を形成し、第１の半導体素子層に第１のレーザ
ビームを照射することにより第１の開口部を形成し、第
１の開口部に第１の半導体素子層と接続する第１の配線
を形成し、第１の半導体素子層上に第１の保護材を形成
し、第１の保護材に第１の配線に接続する第１の電極を
形成し、第１の分離層に沿って第１の基板と第１の半導
体素子層を分離し、上述の作製工程により第２の基板上
に、第２の分離層、第２の半導体素子層、第２の配線、
第２の保護材、第２の電極を作製し、第２の電極と第１
の配線を接続するように第２の保護材上に第１の半導体
素子層を貼り合わせ、第２の分離層に沿って第２の基板
と第２の半導体素子層を含む積層構造を分離する半導体
装置の作製方法に関する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の基板上に第１の分離層を形成し、
　前記第１の分離層上に第１の半導体素子層を形成し、
　前記第１の半導体素子層及び前記第１の分離層に第１のレーザビームを照射することに
より、前記第１の半導体素子層及び前記第１の分離層の一部を除去して第１の開口部を形
成し、
　前記第１の開口部に、前記第１の半導体素子層と電気的に接続する第１の配線を形成し
、
　前記第１の半導体素子層上に第１の保護材を形成し、
　前記第１の保護材中に、前記第１の配線に電気的に接続する第１の電極を形成して、
　前記第１の分離層に沿って、前記第１の基板、及び、前記第１の保護材が形成された前
記第１の半導体素子層を分離し、
　第２の基板上に第２の分離層を形成し、
　前記第２の分離層上に第２の半導体素子層を形成し、
　前記第２の半導体素子層及び前記第２の分離層に第２のレーザビームを照射することに
より、前記第２の半導体素子層及び前記第２の分離層の一部を除去して第２の開口部を形
成し、
　前記第２の開口部に、前記第２の半導体素子層と電気的に接続する第２の配線を形成し
、
　前記第２の半導体素子層上に第２の保護材を形成し、
　前記第２の保護材中に、前記第２の配線に電気的に接続する第２の電極を形成して、
　前記第２の保護材上に、前記第２の電極と前記第１の配線が電気的に接続されるように
、前記第１の半導体素子層を貼り合わせ、
　前記第２の分離層に沿って、前記第２の基板、並びに、前記第２の保護材が形成された
前記第２の半導体素子層及び前記第１の保護材が形成された前記第１の半導体素子層を分
離することを特徴とする半導体装置の作製方法。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記保護材は、シート状繊維体に有機樹脂が含浸された構造体であることを特徴とする
半導体装置の作製方法。
【請求項３】
　請求項１または請求項２において、
　前記第１の電極及び第２の電極は、それぞれ導電性樹脂であることを特徴とする半導体
装置の作製方法。
【請求項４】
　請求項１乃至請求項３のいずれか１項において、
　前記第１のレーザビーム及び第２のレーザビームはそれぞれ、紫外領域の波長１０ｎｍ
以上４００ｎｍ以下を有するレーザビーム、可視領域の波長４００ｎｍ以上７００ｎｍ以
下を有するレーザビーム、または、赤外領域の波長７００ｎｍ以上１ｍｍ以下を有するレ
ーザビームであることを特徴とする半導体装置の作製方法。
【請求項５】
　請求項１乃至請求項３のいずれか１項において、
　前記第１のレーザビーム及び第２のレーザビームはそれぞれ、エキシマレーザ発振器、
気体レーザ発振器、固体レーザ発振器、半導体レーザ発振器のいずれかにより発振された
レーザビームであることを特徴とする半導体装置の作製方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書に記載される発明は、半導体装置及びその作製方法に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　半導体製造技術の進歩により、大規模集積回路（ＬＳＩ：Ｌａｒｇｅ　Ｓｃａｌｅ　Ｉ
ｎｔｅｇｒａｔｉｏｎ）の高集積化が進み、複数の機能を一つのシリコンチップ上に集積
したシステムＬＳＩの要求が高まっている。近年ではシステムの高機能化や複雑化に対応
して、複数のＬＳＩチップを積層した三次元ＬＳＩが開発されている。三次元ＬＳＩは、
複数のＬＳＩを単一のパッケージ内に搭載することから、マルチ・チップ・パッケージ（
Ｍｕｌｔｉ　Ｃｈｉｐ　Ｐａｃｋａｇｅ）とも呼ばれている。
【０００３】
　また、半導体基板から剥離させた半導体素子層を、転写技術を用いて別の基板上に転写
し、さらに別の基板から剥離させた半導体素子層をその上に重ねて転写することを繰り返
す技術も開発が進んでいる。この技術はシリコンチップ上に集積させる場合に比べて、薄
膜化を実現しつつ高集積化させた半導体集積回路を形成することができる（特許文献１参
照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００４－２００５２２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上述のように、半導体基板から剥離させた半導体素子層を転写して半導体集積回路を作
製すると、面積を広げることなく、さらに、より小型、薄型化させることが可能である。
【０００６】
　しかしながら、小型、薄型化を図られている半導体集積回路は、外的ストレスに弱いと
いう欠点がある。
【０００７】
　このような半導体集積回路を保護する保護材として、有機樹脂とシート状繊維体、例え
ばガラスクロスを使用したプリプレグが知られている。プリプレグは保護材として丈夫な
ので、そのような薄型化された半導体集積回路を作製しても、半導体集積回路内の半導体
素子層の破壊を防ぐことができる。
【０００８】
　しかし、半導体集積回路をさらに多層化すると、複数の半導体集積回路を電気的に接続
する配線を作製しなければならない。そのためには、保護材であるプリプレグの内部を貫
通する貫通孔を空け、貫通孔に配線を形成しなくてはならない。
【０００９】
　プリプレグに貫通孔を形成するということは、繊維体にダメージを与えるということで
あり、プリプレグの強度を損なう恐れがある。
【００１０】
　また半導体集積回路と、プリプレグ中の貫通孔を介して別の半導体集積回路を電気的に
接続するための配線（本明細書では、「貫通配線」と呼ぶ）を、電気的に接続するための
別の配線（本明細書では、「接続配線」と呼ぶ）が必要である。
【００１１】
　接続配線は、半導体集積回路を形成する作製工程の中で、その位置が決まってしまうこ
とが多い。そのため、プリプレグ中の貫通孔及び貫通配線を形成する領域が必然的に決ま
ってしまい、アライメントが取りづらいという恐れがある。
【００１２】
　接続配線と貫通配線の位置がずれてしまうと、接触不良になってしまい半導体装置が機
能しない恐れがある。
【００１３】
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　そこで以下に開示する発明では、間に保護材が設けられた複数の半導体集積回路どうし
を電気的に接続する接続配線と貫通配線の位置を、容易に決定することができることを課
題にする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　半導体集積回路と貫通配線を電気的に接続する接続配線を形成するための開口部を、レ
ーザビームを照射することにより形成する。レーザビームを照射する位置を決めることに
より、接続配線が形成される開口部の位置を決めることができるので、選択的かつ容易に
接続配線を形成することができる。
【００１５】
　また、プリプレグで覆われた半導体集積回路を複数個重ね合わせる際に、有機樹脂が未
硬化のプリプレグを間に挟んで重ね合わせる。未硬化の有機樹脂は加熱すると硬化するの
で、プリプレグで覆われた半導体集積回路を上下に貼り合わせることができ、高集積化が
可能である。
【００１６】
　有機樹脂が未硬化のプリプレグに、導電性樹脂、例えば金属ペーストを配置すると、有
機樹脂と金属ペースト中のペーストが反応して、有機樹脂が溶け、溶けた部分に金属ペー
スト中の金属粒子が入り込み、繊維体の間を金属粒子が移動して、プリプレグの表面と裏
面を導通させる通電領域を形成する。この導電領域が貫通配線として機能する。
【００１７】
　プリプレグに対する導電性樹脂を配置する位置を決めることにより、貫通配線の位置を
容易に決めることができる。
【００１８】
　あらかじめ有機樹脂が未硬化のプリプレグに通電領域を形成しておき、それを挟んでプ
リプレグで覆われた半導体集積回路を貼り合わせれば、それぞれの半導体集積回路を電気
的に接続することができ、薄型の高集積半導体集積回路を作製することができる。
【００１９】
　第１の基板上に第１の分離層を形成し、前記第１の分離層上に第１の半導体素子層を形
成し、前記第１の半導体素子層及び前記第１の分離層に第１のレーザビームを照射するこ
とにより、前記第１の半導体素子層及び前記第１の分離層の一部を除去して第１の開口部
を形成し、前記第１の開口部に、前記第１の半導体素子層と電気的に接続する第１の配線
を形成し、前記第１の半導体素子層上に第１の保護材を形成し、前記第１の保護材中に、
前記第１の配線に電気的に接続する第１の電極を形成して、前記第１の分離層に沿って、
前記第１の基板、及び、前記第１の保護材が形成された前記第１の半導体素子層を分離し
、第２の基板上に第２の分離層を形成し、前記第２の分離層上に第２の半導体素子層を形
成し、前記第２の半導体素子層及び前記第２の分離層に第２のレーザビームを照射するこ
とにより、前記第２の半導体素子層及び前記第２の分離層の一部を除去して第２の開口部
を形成し、前記第２の開口部に、前記第２の半導体素子層と電気的に接続する第２の配線
を形成し、前記第２の半導体素子層上に第２の保護材を形成し、前記第２の保護材中に、
前記第２の配線に電気的に接続する第２の電極を形成して、前記第２の保護材上に、前記
第２の電極と前記第１の配線が電気的に接続されるように、前記第１の半導体素子層を貼
り合わせ、前記第２の分離層に沿って、前記第２の基板、並びに、前記第２の保護材が形
成された前記第２の半導体素子層及び前記第１の保護材が形成された前記第１の半導体素
子層を分離することを特徴とする半導体装置の作製方法に関する。
【００２０】
　前記保護材は、シート状繊維体に有機樹脂が含浸された構造体である。
【００２１】
　前記第１の電極及び第２の電極は、それぞれ導電性樹脂である。
【００２２】
　前記第１のレーザビーム及び第２のレーザビームはそれぞれ、紫外領域の波長１０ｎｍ
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以上４００ｎｍ以下を有するレーザビーム、可視領域の波長４００ｎｍ以上７００ｎｍ以
下を有するレーザビーム、または、赤外領域の波長７００ｎｍ以上１ｍｍ以下を有するレ
ーザビームである。
【００２３】
　前記第１のレーザビーム及び第２のレーザビームはそれぞれ、エキシマレーザ発振器、
気体レーザ発振器、固体レーザ発振器、半導体レーザ発振器のいずれかにより発振された
レーザビームである。
【発明の効果】
【００２４】
　本明細書に開示される発明により、薄型で高集積化され、外的ストレスに強い半導体集
積回路を作製することができる。かつ、高集積半導体集積回路のそれぞれの半導体集積回
路を電気的に接続する配線の位置を容易に決めることができるので、接触不良を抑制した
半導体装置を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】半導体装置の作製工程を示す断面図。
【図２】半導体装置の作製工程を示す断面図。
【図３】半導体装置の作製工程を示す断面図。
【図４】半導体装置の作製工程を示す断面図。
【図５】半導体装置の作製工程を示す断面図。
【図６】半導体装置の作製工程を示す断面図。
【図７】半導体装置の作製工程を示す断面図。
【図８】シート状繊維体の上面図。
【図９】シート状繊維体の上面図。
【図１０】シート状繊維体の断面図。
【図１１】シート状繊維体の断面図。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、開示される発明の実施の態様について、図面を参照して説明する。但し、以下に
開示される発明は多くの異なる態様で実施することが可能であり、以下に開示される発明
の趣旨及びその範囲から逸脱することなくその形態及び詳細を様々に変更し得ることは当
業者であれば容易に理解される。従って、本実施の形態の記載内容に限定して解釈される
ものではない。なお、以下に示す図面において、同一部分または同様な機能を有する部分
には同一の符号を付し、その繰り返しの説明は省略する。
【００２７】
　なお本明細書において、半導体装置とは、半導体を利用することで機能する素子及び装
置全般を指し、電子回路、液晶表示装置、発光装置等を含む電気装置およびその電気装置
を搭載した電子機器をその範疇とする。
【００２８】
［実施の形態１］
　本実施の形態を、図１（Ａ）～図１（Ｆ）、図２（Ａ）～図２（Ｄ）、図３（Ａ）～図
３（Ｅ）、図４（Ａ）～図４（Ｄ）、図５（Ａ）～図５（Ｄ）、図６（Ａ）～図６（Ｃ）
、図７（Ａ）～図７（Ｃ）図８（Ａ）～図８（Ｂ）、図９、図１０、図１１（Ａ）～図１
１（Ｂ）を用いて説明する。
【００２９】
　まず本実施の形態の基本的な作製工程を、図１（Ａ）～図１（Ｆ）、図２（Ａ）～図２
（Ｄ）を用いて説明する。まず基板１０１上に分離層１０２を形成し、分離層１０２上に
さらに半導体素子層１０９を形成する（図１（Ａ）参照）。
【００３０】
　次いで、半導体素子層１０９上から、レーザビーム１０３を照射することにより（図１
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（Ｂ）参照）、半導体素子層１０９及び分離層１０２の一部を除去して開口部１０４を形
成する（図１（Ｃ）参照）。
【００３１】
　その後、開口部１０４に、半導体素子層１０９と電気的に接続する配線１０５を形成す
る（図１（Ｄ）参照）。
【００３２】
　次いで半導体素子層１０９上に保護材１０６を形成し、保護材１０６中に、配線１０５
に電気的に接続する電極１０７を形成する（図１（Ｅ）参照）。半導体素子層１０９、保
護材１０６、電極１０７を有する積層構造体１１５と呼ぶことにする。
【００３３】
　次いで分離層１０２に沿って、基板１０１、並びに、保護材１０６が形成された半導体
素子層１０９を分離する（図１（Ｆ）参照）。これにより、半導体素子層１０９と電気的
に接続する配線１０５が露出される。ここで、半導体素子層１０９及び保護材１０６、並
びに、半導体素子層１０９中の配線１０５、保護材１０６中の電極１０７を有する積層構
造を半導体回路素子１１１と呼ぶことにする。
【００３４】
　半導体回路素子１１１を得られたら（図２（Ａ）参照）、図１（Ａ）～図１（Ｅ）まで
の作製工程に基づいて、新たに図１（Ｅ）の構成、すなわち、別の基板１０１上に分離層
１０２、半導体素子層１０９、保護材１０６、半導体素子層１０９中の配線１０５、保護
材１０６中の電極１０７を有する積層構造、すなわち第２の積層構造体１１５を作製し、
図２（Ａ）の半導体回路素子１１１（第１の半導体回路素子１１１と呼ぶことにする）を
貼り合わせる（図２（Ｂ）参照）。
【００３５】
　第２の積層構造体１１５と第１の半導体回路素子１１１は、第１の半導体回路素子１１
１に含まれる配線１０５と、第２の積層構造体１１５に含まれる電極１０７が電気的に接
続されるように貼り合わされる。
【００３６】
　さらに、分離層１０２に沿って、基板１０１、並びに、半導体素子層１０９、保護材１
０６、半導体素子層１０９及び保護材１０６の積層構造を分離する（図２（Ｃ）参照）。
【００３７】
　以上のようにして、半導体素子層１０９及び保護材１０６が２段重なった積層構造が得
られる（図２（Ｄ）参照）。さらに高集積化するには、図２（Ｂ）～図２（Ｄ）の作製工
程を繰り返せばよい。
【００３８】
　また図３（Ａ）～図３（Ｅ）、図４（Ａ）～図４（Ｄ）、図５（Ａ）～図５（Ｄ）、図
６（Ａ）～図６（Ｃ）、図７（Ａ）～図７（Ｃ）、図８（Ａ）～図８（Ｂ）、図９、図１
０、図１１（Ａ）～図１１（Ｂ）を用いて、半導体素子層１０９として薄膜トランジスタ
（Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ：ＴＦＴ）を形成した場合について以下に
説明する。
【００３９】
　まず、絶縁表面を有する基板１０１上に分離層１０２を形成する。
【００４０】
　絶縁表面を有する基板１０１としては、代表的にはガラス基板、石英基板、セラミック
基板、絶縁層が少なくとも一表面に形成された金属基板、有機樹脂基板等を用いることが
できる。ここでは、絶縁表面を有する基板１０１としてガラス基板を用いる。
【００４１】
　分離層１０２は、スパッタリング法やプラズマＣＶＤ法、塗布法、印刷法等により、厚
さ３０ｎｍ～２００ｎｍのタングステン（Ｗ）、モリブデン（Ｍｏ）、チタン（Ｔｉ）、
タンタル（Ｔａ）、ニオブ（Ｎｂ）、ニッケル（Ｎｉ）、コバルト（Ｃｏ）、ジルコニウ
ム（Ｚｒ）、亜鉛（Ｚｎ）、ルテニウム（Ｒｕ）、ロジウム（Ｒｈ）、パラジウム（Ｐｄ
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）、オスミウム（Ｏｓ）、イリジウム（Ｉｒ）、及び珪素（Ｓｉ）の中から選択された元
素、または元素を主成分とする合金材料、または元素を主成分とする化合物からなる層を
、単層または複数の層を積層させて形成する。珪素を含む層の結晶構造は、非晶質、微結
晶、多結晶のいずれの場合でもよい。なお、ここでは、塗布法は、溶液を被処理物上に吐
出させて成膜する方法であり、例えばスピンコーティング法や液滴吐出法を含む。また、
液滴吐出法とは微粒子を含む組成物の液滴を微細な孔から吐出して所定の形状のパターン
を形成する方法である。
【００４２】
　分離層１０２が単層構造の場合、好ましくは、タングステン、モリブデン、またはタン
グステンとモリブデンの混合物を含む層を形成する。または、タングステンの酸化物もし
くは酸化窒化物を含む層、モリブデンの酸化物もしくは酸化窒化物を含む層、またはタン
グステンとモリブデンの混合物の酸化物もしくは酸化窒化物を含む層を形成する。なお、
タングステンとモリブデンの混合物とは、例えば、タングステンとモリブデンの合金に相
当する。
【００４３】
　分離層１０２が積層構造の場合、好ましくは、１層目として金属層を形成し、２層目と
して金属酸化物層を形成する。代表的には、１層目の金属層として、タングステン、モリ
ブデン、またはタングステンとモリブデンの混合物を含む層を形成し、２層目として、タ
ングステン、モリブデン、またはタングステンとモリブデンの混合物の酸化物、タングス
テン、モリブデン、またはタングステンとモリブデンの混合物の窒化物、タングステン、
モリブデン、またはタングステンとモリブデンの混合物の酸化窒化物、またはタングステ
ン、モリブデン、またはタングステンとモリブデンの混合物の窒化酸化物を含む層を形成
する。
【００４４】
　分離層１０２として、１層目として金属層、２層目として金属酸化物層の積層構造を形
成する場合、金属層としてタングステンを含む層を形成し、その上層に酸化物で形成され
る絶縁層を形成することで、タングステンを含む層と絶縁層との界面に、金属酸化物層と
してタングステンの酸化物を含む層が形成されることを活用してもよい。さらには、金属
層の表面を、熱酸化処理、酸素プラズマ処理、オゾン水等の酸化力の強い溶液での処理等
を行って金属酸化物層を形成してもよい。
【００４５】
　タングステンの酸化物は、ＷＯ２、Ｗ２Ｏ５、Ｗ４Ｏ１１、ＷＯ３などがある。
【００４６】
　また、上記の工程によると、絶縁表面を有する基板１０１に接するように分離層１０２
を形成しているが、この工程に制約されない。絶縁表面を有する基板１０１に接するよう
に下地となる絶縁層を形成し、その絶縁層に接するように分離層１０２を設けてもよい。
ここでは、分離層１０２として厚さ３０ｎｍ～７０ｎｍのタングステン層をスパッタリン
グ法により形成する。
【００４７】
　分離層１０２上に、下地層として機能する絶縁膜１５６が形成される。絶縁膜１５６上
には、不純物領域１５３ａ、不純物領域１５３ｂ、及び、チャネル形成領域１６３ａを含
む島状半導体膜１６１、不純物領域１５９ａ、不純津領域１５９ｂ、及び、チャネル形成
領域１６３ｂを含む島状半導体膜１６２が形成されており、島状半導体膜１６１及び島状
半導体膜１６２を覆って、ゲート絶縁膜１５４が形成されている。また、ゲート絶縁膜１
５４上であり、かつ、チャネル形成領域１６３ａ上にはゲート電極１５５ａ、チャネル形
成領域１６３ｂ上にはゲート電極１５５ｂが形成されている（図３（Ａ）参照）。
【００４８】
　なお不純物領域１５３ａ及び不純物領域１５３ｂに添加される一導電性を付与する不純
物元素は、ゲート電極１５５ａをマスクとして添加されている。また不純物領域１５９ａ
及び不純物領域１５９ｂに添加される一導電性を付与する不純物元素は、ゲート電極１５
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５ｂをマスクとして添加されている。不純物領域１５３ａ、不純物領域１５３ｂ、不純物
領域１５９ａ、不純物領域１５９ｂに添加されている不純物元素は、同じであってもよい
し、それぞれ逆の導電性を有していてもよい。
【００４９】
　次いでゲート絶縁膜１５４、ゲート電極１５５ａ、ゲート電極１５５ｂを覆って、絶縁
膜１６５、さらにその上に絶縁膜１６６を形成する（図３（Ｂ）参照）。
【００５０】
　絶縁膜１６５は、例えば窒化珪素膜を用いて形成すればよい。また絶縁膜１６６は、酸
化珪素膜、窒化珪素膜、酸素を含む窒化珪素膜、窒素を含む酸化珪素膜のいずれか１つ、
あるいは複数を積層した積層膜、さらにあるいは、有機絶縁膜を用いて形成すればよい。
【００５１】
　絶縁膜１６６上に、島状半導体膜１６１中の不純物領域１５３ａ及び不純物領域１５３
ｂに電気的に接続する配線１５７ａ及び配線１５７ｂを形成する。また絶縁膜１６６上に
、島状半導体膜１６２中の不純物領域１５９ａ及び不純物領域１５９ｂに電気的に接続す
る配線１５８ａ及び配線１５８ｂを形成する（図３（Ｃ）参照）。
【００５２】
　次いで、絶縁膜１６６、配線１５７ａ、配線１５７ｂ、配線１５８ａ、配線１５８ｂを
覆って絶縁膜１６７を形成する（図３（Ｄ）参照）。絶縁膜１６７は、酸化珪素膜、窒化
珪素膜、酸素を含む窒化珪素膜、窒素を含む酸化珪素膜のいずれか１つ、あるいは複数を
積層した積層膜、さらにあるいは、有機絶縁膜を用いて形成すればよい。
【００５３】
　ここで、図３（Ｄ）に示される絶縁膜１５６から絶縁膜１６７までの積層構造、すなわ
ち、絶縁膜１５６、島状半導体膜１６１、島状半導体膜１６２、ゲート絶縁膜１５４、ゲ
ート電極１５５ａ、ゲート電極１５５ｂ、絶縁膜１６５、絶縁膜１６６、配線１５７ａ、
配線１５７ｂ、配線１５８ａ、配線１５８ｂ、及び、絶縁膜１６７を含む積層構造は、図
１（Ａ）に示される半導体素子層１０９と同等であるので、この積層構造を半導体素子層
１２９とする。
【００５４】
　次いで、絶縁膜１６７上から、分離層１０２に達するレーザビーム１３１、配線１５７
ａに達するレーザビーム１３２、配線１５８ｂに達するレーザビーム１３３、分離層１０
２に達するレーザビーム１３４を照射する（図３（Ｅ）参照）。レーザビーム１３１～レ
ーザビーム１３４は、図１（Ｂ）のレーザビーム１０３に相当する。
【００５５】
　レーザビーム１３１～レーザビーム１３４としては、絶縁膜１６７、絶縁膜１６６、絶
縁膜１６５、ゲート絶縁膜１５４、絶縁膜１５６が吸収する波長を有するレーザビームが
好ましく、代表的には、紫外領域（波長１０ｎｍ以上４００ｎｍ以下）、可視領域（波長
４００ｎｍ以上７００ｎｍ以下）、または赤外領域（波長７００ｎｍ以上１ｍｍ以下）の
波長を有するレーザビームを適宜選択して照射する。
【００５６】
　このようなレーザビーム１３１～レーザビーム１３４を発振することが可能なレーザ発
振器としては、ＫｒＦ、ＡｒＦ、ＸｅＣｌ等のエキシマレーザ発振器、Ｈｅ、Ｈｅ－Ｃｄ
、Ａｒ、Ｈｅ－Ｎｅ、ＨＦ、ＣＯ２等の気体レーザ発振器、ＹＡＧ、ＧｄＶＯ４、ＹＶＯ

４、ＹＬＦ、ＹＡｌＯ３などの結晶にＣｒ、Ｎｄ、Ｅｒ、Ｈｏ、Ｃｅ、Ｃｏ、Ｔｉまたは
Ｔｍをドープした結晶、ガラス、ルビー等の固体レーザ発振器、ＧａＮ、ＧａＡｓ、Ｇａ
ＡｌＡｓ、ＩｎＧａＡｓＰ等の半導体レーザ発振器を用いることができる。なお、その固
体レーザ発振器においては基本波～第５高調波を適宜適用するのが好ましい。
【００５７】
　図３（Ｅ）に示すレーザビーム１３１、レーザビーム１３２、レーザビーム１３３、レ
ーザビーム１３４の照射により、それぞれ、分離層１０２の一部が露出された開口部１３
５、配線１５７ａが露出された開口部１３６、配線１５８ｂが露出された開口部１３７、
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分離層１０２の別の一部が露出された開口部１３８が得られる（図４（Ａ）参照）。開口
部１３５～開口部１３８は、図１（Ｃ）の開口部１０４に相当する。
【００５８】
　次いで絶縁膜１６７上に、開口部１３５及び開口部１３６を介して配線１５７ａ及び分
離層１０２に達する配線１４１、開口部１３７及び開口部１３８を介して配線１５８ｂ及
び分離層１０２に達する配線１４２を形成する（図４（Ｂ）参照）。配線１４１及び配線
１４２は、図１（Ｄ）の配線１０５に相当する。
【００５９】
　次に、絶縁膜１６７、配線１４１、配線１４２上に、シート状繊維体１１３に有機樹脂
１１４が含浸された構造体１２０を設ける（図４（Ｃ）参照）。このような構造体１２０
は、プリプレグとも呼ばれる。プリプレグは、具体的にはシート状繊維体にマトリックス
樹脂を有機溶剤で希釈した組成物を含浸させた後、乾燥して有機溶剤を揮発させてマトリ
ックス樹脂を半硬化させたものである。構造体１２０は、図１（Ｅ）の保護材１０６に相
当する。
【００６０】
　なお、本明細書の図面においては、シート状繊維体１１３は、断面が楕円形の糸束で平
織りした織布で示されている。また、ＴＦＴ１５２ａやＴＦＴ１５２ｂがシート状繊維体
１１３の糸束よりも大きいが、ＴＦＴ１５２ａやＴＦＴ１５２ｂの大きさがシート状繊維
体１１３の糸束よりも小さい場合もある。
【００６１】
　ここで、シート状繊維体１１３及び有機樹脂１１４を有する構造体（「プリプレグ」と
もいう）１２０について、図８（Ａ）～図８（Ｂ）、図９、図１０、図１１（Ａ）～図１
１（Ｂ）を用いて詳細に説明する。
【００６２】
　シート状繊維体１１３が糸束を経糸及び緯糸に使って製織した織布の上面図を図８（Ａ
）及び図８（Ｂ）に示し、その断面図を図１１（Ａ）に示す。さらにシート状繊維体１１
３に有機樹脂１１４が含浸された構造体１２０の断面図を図１１（Ｂ）に示す。
【００６３】
　シート状繊維体１１３は、有機化合物または無機化合物の織布または不織布である。ま
たシート状繊維体１１３として、有機化合物または無機化合物の高強度繊維を用いてもよ
い。
【００６４】
　また、シート状繊維体１１３は、繊維（単糸）の束（以下、糸束という。）を経糸及び
緯糸に使って製織した織布、または複数種の繊維の糸束をランダムまたは一方向に堆積さ
せた不織布で構成されてもよい。織布の場合、平織り、綾織り、繻子織り等適宜用いるこ
とができる。
【００６５】
　糸束の断面は、円形でも楕円形でもよい。糸束として、高圧水流、液体を媒体とした高
周波の振動、連続超音波の振動、ロールによる押圧等によって、開繊加工をした糸束を用
いてもよい。開繊加工をした糸束は、糸束幅が広くなり、糸束の断面が楕円形または平板
状となる。これにより厚み方向の単糸数を削減することが可能である。また、糸束として
低撚糸を用いることで、糸束が扁平化しやすく、糸束の断面形状が楕円形状または平板形
状となる。このように、断面が楕円形または平板状の糸束を用いることで、シート状繊維
体１１３の厚さを薄くすることが可能である。このため、構造体１２０の厚さを薄くする
ことが可能であり、薄型の半導体装置を作製することができる。
【００６６】
　図８（Ａ）に示すように、シート状繊維体１１３は、一定間隔をあけた経糸１１３ａ及
び一定間隔をあけた緯糸１１３ｂが織られている。このような繊維体には、経糸１１３ａ
及び緯糸１１３ｂが存在しない領域（バスケットホール１１３ｃという）を有する。この
ようなシート状繊維体１１３は、有機樹脂１１４が繊維体に含浸される割合が高まり、シ
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ート状繊維体１１３の密着性を高めることができる。なお、構造体１２０中のバスケット
ホール１１３ｃには、経糸１１３ａ及び緯糸１１３ｂは存在しないが、有機樹脂１１４で
充填されている。
【００６７】
　また、図８（Ｂ）に示すように、シート状繊維体１１３は、経糸１１３ａ及び緯糸１１
３ｂの密度が高く、バスケットホール１１３ｃの割合が低いものでもよい。代表的には、
バスケットホール１１３ｃの大きさが、局所的に押圧される面積より小さいことが好まし
い。代表的には一辺が０．０１ｍｍ以上０．２ｍｍ以下の矩形であることが好ましい。シ
ート状繊維体１１３のバスケットホール１１３ｃの面積がこのように小さいと、先端の細
い部材（代表的には、ペンや鉛筆等の筆記用具）により押圧されても、当該圧力をシート
状繊維体１１３全体で吸収することが可能である。
【００６８】
　また、糸束内部への有機樹脂１１４の浸透率を高めるため、糸束に表面処理が施されて
も良い。例えば、糸束表面を活性化させるためのコロナ放電処理、プラズマ放電処理等が
ある。また、シランカップリング材、チタネートカップリング材を用いた表面処理がある
。
【００６９】
　また高強度繊維とは、具体的には引張弾性率が高い繊維である。または、ヤング率が高
い繊維である。高強度繊維の代表例としては、ポリビニルアルコール系繊維、ポリエステ
ル系繊維、ポリアミド系繊維、ポリエチレン系繊維、アラミド系繊維、ポリパラフェニレ
ンベンゾビスオキサゾール繊維、ガラス繊維、または炭素繊維である。ガラス繊維として
は、Ｅガラス、Ｓガラス、Ｄガラス、Ｑガラス等を用いたガラス繊維を用いることができ
る。なお、シート状繊維体１１３は、一種類の上記高強度繊維で形成されてもよい。また
、複数種類の上記高強度繊維で形成されてもよい。
【００７０】
　シート状繊維体１１３に含浸される有機樹脂１１４は、エポキシ樹脂、不飽和ポリエス
テル樹脂、ポリイミド樹脂、ビスマレイミドトリアジン樹脂、またはシアネート樹脂等の
熱硬化性樹脂を用いることができる。また、ポリフェニレンオキシド樹脂、ポリエーテル
イミド樹脂、またはフッ素樹脂等の熱可塑性樹脂を用いることができる。また、上記熱可
塑性樹脂及び上記熱硬化性樹脂の複数を用いてもよい。上記有機樹脂を用いることで、熱
処理によりシート状繊維体を半導体素子層に固着することが可能である。なお、有機樹脂
１１４はガラス転移温度が高いほど、局所的押圧に対して破壊しにくいため好ましい。
【００７１】
　有機樹脂１１４または繊維の糸束内に高熱伝導性フィラーを分散させてもよい。高熱伝
導性フィラーとしては、窒化アルミニウム、窒化ホウ素、窒化珪素、アルミナ等がある。
また、高熱伝導性フィラーとしては、銀、銅等の金属粒子がある。高熱伝導性フィラーが
有機樹脂または糸束内に含まれることにより素子層での発熱を外部に放出しやすくなるた
め、半導体装置の蓄熱を抑制することが可能であり、半導体装置の破壊を低減することが
できる。
【００７２】
　なお図８（Ａ）及び図８（Ｂ）では、経糸及び緯糸をそれぞれ１本ずつ編んで形成した
シート状繊維体を示しているが、経糸及び緯糸の数はこれに限定されるものではない。経
糸及び緯糸の数はそれぞれ必要に応じて決めればよい。例えば、経糸及び緯糸をそれぞれ
１０本ずつ束ねたものを一束として編んで形成した、シート状繊維体の上面図を図９に、
断面図を図１０に示す。なお図１０においては、シート状繊維体１１３は有機樹脂１１４
に含浸されており、構造体１２０を形成している。
【００７３】
　次いで、構造体１２０上、かつ配線１４１及び配線１４２上に、導電性樹脂１４５及び
導電性樹脂１４６を配置する（図４（Ｄ）参照）。本実施の形態では、導電性樹脂１４５
及び導電性樹脂１４６として金属元素を含む導電ペースト、例えば銀ペーストを用いる。
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金属元素は、金属粒子として導電ペーストに含まれていればよい。
【００７４】
　また導電ペーストは、好ましくは、銅（Ｃｕ）、銀（Ａｇ）、ニッケル（Ｎｉ）、金（
Ａｕ）、白金（Ｐｔ）、パラジウム（Ｐｄ）、タンタル（Ｔａ）、モリブデン（Ｍｏ）、
チタン（Ｔｉ）のいずれかを含むペーストであればよい。
【００７５】
　構造体１２０上に導電性樹脂１４５及び導電性樹脂１４６を配置する方法は、スクリー
ン印刷やインクジェット法を用いればよい。
【００７６】
　構造体１２０上に導電性樹脂１４５及び導電性樹脂１４６を配置すると、構造体１２０
中の有機樹脂１１４と、導電性樹脂１４５及び導電性樹脂１４６それぞれの成分、例えば
導電ペーストを用いる場合はペーストが反応し、有機樹脂１１４の一部が溶解し、導電性
樹脂１４５及び導電性樹脂１４６それぞれの中の金属粒子がシート状繊維体１１３の隙間
を通り抜け、導電性樹脂１４５及び導電性樹脂１４６が最初に形成された面（第１の面）
の反対の面（第２の面）にまで金属粒子が移動する。これにより構造体１２０の内部に貫
通電極が形成される（図５（Ａ）参照）。導電性樹脂１４５及び導電性樹脂１４６は、図
１（Ｅ）の電極１０７に相当する。
【００７７】
　なお構造体１２０の第２の面での導電性樹脂１４５及び導電性樹脂１４６それぞれの面
積は、第１の面積での面積よりも小さくてもよく、また大きくてもよい。すなわち、導電
性樹脂１４５及び導電性樹脂１４６それぞれの構造体１２０の内部への移動は、収斂しな
がらの移動でも、広がりながらの移動でもよい。
【００７８】
　構造体１２０に貫通孔（コンタクトホールともいう）を形成しない、すなわちシート状
繊維体１１３を分断しないことで、構造体１２０の強度を維持したまま、構造体１２０の
一方の面と他方の面を電気的に接続させることができる。
【００７９】
　その後加熱工程及び圧着工程をを行い、構造体１２０中の溶けなかった有機樹脂１１４
を硬化させる。
【００８０】
　ここで、基板１０１、分離層１０２、半導体素子層１２９、構造体１２０、導電性樹脂
１４５及び導電性樹脂１４６を積層構造体１２５と呼ぶことにする。
【００８１】
　次に、図５（Ｂ）に示すように、後の剥離工程を容易に行うために、構造体１２０側か
ら、構造体１２０、半導体素子層１２９及び分離層１０２にレーザビーム１２２を照射し
て、図５（Ｃ）に示すような溝１２３を形成してもよい。
【００８２】
　溝１２３を形成するために照射するレーザビーム１２２としては、分離層１０２、半導
体素子層１２９、構造体１２０を構成する層が吸収する波長を有するレーザビームが好ま
しく、代表的には、紫外領域（波長１０ｎｍ以上４００ｎｍ以下）、可視領域（波長４０
０ｎｍ以上７００ｎｍ以下）、または赤外領域（波長７００ｎｍ以上１ｍｍ以下）の波長
を有するレーザビームを適宜選択して照射する。
【００８３】
　このようなレーザビーム１２２を発振することが可能なレーザ発振器としては、ＫｒＦ
、ＡｒＦ、ＸｅＣｌ等のエキシマレーザ発振器、Ｈｅ、Ｈｅ－Ｃｄ、Ａｒ、Ｈｅ－Ｎｅ、
ＨＦ、ＣＯ２等の気体レーザ発振器、ＹＡＧ、ＧｄＶＯ４、ＹＶＯ４、ＹＬＦ、ＹＡｌＯ

３などの結晶にＣｒ、Ｎｄ、Ｅｒ、Ｈｏ、Ｃｅ、Ｃｏ、ＴｉまたはＴｍをドープした結晶
、ガラス、ルビー等の固体レーザ発振器、ＧａＮ、ＧａＡｓ、ＧａＡｌＡｓ、ＩｎＧａＡ
ｓＰ等の半導体レーザ発振器を用いることができる。なお、その固体レーザ発振器におい
ては基本波～第５高調波を適宜適用するのが好ましい。
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【００８４】
　次に、図５（Ｄ）に示すように、溝１２３をきっかけとして、分離層１０２及び絶縁膜
１５６の界面において、分離層１０２が形成される絶縁表面を有する基板１０１と、半導
体素子層１２９の一部及び構造体１２０の一部とを物理的手段により剥離する。本実施の
形態では、剥離した半導体素子層１２９の一部及び構造体１２０の一部を、半導体回路素
子１７１とする（図６（Ａ）参照）。図５（Ｄ）の作製工程は、図１（Ｆ）の作製工程に
相当する。
【００８５】
　物理的手段とは、力学的手段または機械的手段を指し、何らかの力学的エネルギー（機
械的エネルギー）を加える手段を指しており、その手段は、代表的には機械的な力を加え
ること（例えば人間の手や把治具で引き剥がす処理や、ローラを回転させながら分離する
処理）である。このとき、構造体１２０表面に光または熱により剥離可能な粘着シートを
設けると、さらに剥離が容易となる。
【００８６】
　また、溝１２３に液体を滴下し、分離層１０２及び絶縁膜１５６の界面に液体を浸透さ
せて分離層１０２から半導体素子層１２９を剥離してもよい。この場合、溝１２３にのみ
液体を滴下してもよいし、または絶縁表面を有する基板１０１、半導体素子層１２９、及
び構造体１２０全体を液体に浸して、溝１２３から分離層１０２及び半導体素子層１２９
の界面に液体を浸透させても良い。
【００８７】
　また、図５（Ｃ）において、溝１２３にＮＦ３、ＢｒＦ３、ＣｌＦ３等のフッ化ガスを
導入し、分離層１０２をフッ化ガスでエッチングし除去して、絶縁表面を有する基板１０
１から半導体回路素子１７１を分離する方法を用いることができる。
【００８８】
　分離された半導体回路素子１７１は、半導体素子層１２９及び構造体１２０を有してい
る（図６（Ａ）参照）。これにより、配線１４１及び配線１４２が露出される。半導体回
路素子１７１は、図２（Ａ）の半導体回路素子１１１に相当する。
【００８９】
　次いで、新たに積層構造体１２５を作製し、半導体回路素子１７１を積層構造体１２５
上に配置する（図６（Ｂ）参照）。なお図６（Ｂ）に示す作製工程は、図２（Ｂ）に示す
作製工程に相当している。
【００９０】
　半導体回路素子１７１の配線１４１と新たな積層構造体１２５の導電性樹脂１４５、並
びに、半導体回路素子１７１の配線１４２と新たな積層構造体１２５の導電性樹脂１４６
を電気的に接続させて、半導体回路素子１７１中のＴＦＴ１５２ａ及びＴＦＴ１５２ｂか
らなる回路と、新たな積層構造体１２５中のＴＦＴ１５２ａ及びＴＦＴ１５２ｂからなる
回路を電気的に接続させる。なお、電気的に接続させる電極や導電性樹脂は、必要に応じ
て変えてもよい。
【００９１】
　次いで、図５（Ｂ）に示す作製工程に基づいて、新たな積層構造体１２５側から、構造
体１２０、半導体素子層１２９及び分離層１０２にレーザビーム１２２を照射して（図６
（Ｃ））参照）、新たな積層構造体１２５に溝１２３を形成する（図７（Ａ）参照）。
【００９２】
　次いで、図５（Ｄ）に示す作製工程と同様に、溝１２３をきっかけとして、新たな積層
構造体１２５の分離層１０２及び絶縁膜１５６の界面において、分離層１０２が形成され
る絶縁表面を有する基板１０１と、新たな積層構造体１２５中の半導体素子層１２９の一
部及び構造体１２０の一部、並びに、先に作製した半導体回路素子１７１の積層構造を物
理的手段により剥離する（図７（Ｂ）参照）。これにより、半導体回路素子１７１が２つ
積層された積層構造が作製される（図７（Ｃ）参照）。なお図７（Ｂ）に示す作製工程は
、図２（Ｃ）に示す作製工程に相当しており、図７（Ｃ）に示す半導体回路素子１７１が
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２つ積層された積層構造は、図２（Ｄ）の半導体回路素子１１１が２つ積層された積層構
造に相当する。
【００９３】
　以上の作製工程により、半導体回路素子１７１を複数個積層した半導体回路を作製する
ことが可能である。
【符号の説明】
【００９４】
１０１　　基板
１０２　　分離層
１０３　　レーザビーム
１０４　　開口部
１０５　　配線
１０６　　保護材
１０７　　電極
１０９　　半導体素子層
１１１　　半導体回路素子
１１３　　シート状繊維体
１１３ａ　　経糸
１１３ｂ　　緯糸
１１３ｃ　　バスケットホール
１１４　　有機樹脂
１１５　　積層構造体
１２０　　構造体
１２２　　レーザビーム
１２３　　溝
１２５　　積層構造体
１２９　　半導体素子層
１３１　　レーザビーム
１３２　　レーザビーム
１３３　　レーザビーム
１３４　　レーザビーム
１３５　　開口部
１３６　　開口部
１３７　　開口部
１３８　　開口部
１４１　　配線
１４２　　配線
１４５　　導電性樹脂
１４６　　導電性樹脂
１５２ａ　　ＴＦＴ
１５２ｂ　　ＴＦＴ
１５３ａ　　不純物領域
１５３ｂ　　不純物領域
１５４　　ゲート絶縁膜
１５５ａ　　ゲート電極
１５５ｂ　　ゲート電極
１５６　　絶縁膜
１５７ａ　　配線
１５７ｂ　　配線
１５８ａ　　配線
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１５８ｂ　　配線
１５９ａ　　不純物領域
１５９ｂ　　不純物領域
１６１　　島状半導体膜
１６２　　島状半導体膜
１６３ａ　　チャネル形成領域
１６３ｂ　　チャネル形成領域
１６５　　絶縁膜
１６６　　絶縁膜
１６７　　絶縁膜
１７１　　半導体回路素子

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】



(16) JP 2010-141294 A 2010.6.24

【図７】 【図８】
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